
三重県の現状 

人口 人 

総数 1,838,611 

 ６歳未満 93,284 

 ６～１５歳未満 154,420 

 １５～１８歳 73,575 

福祉機関等 か所 

医療型障害児入所施設（重心） 3 

特定/障害児相談支援事業所 52/40 

相談支援専門員数 838 

医療型短期入所事業所 6 

特別支援学校 18 

特別支援学級 655 

三重県調べ 

三重県調べ（H24.10.1) 

※4 

※4 

※4 

※5 

※5 

※1（H23.10.1） ※2（H25.4～） ※3（H25.8） ※4（H26.2.1） ※5（H24.5.1） ※6（H25.10.1)  ※7（H26.2.1) 
（三重県小児在宅医療支援資源の現状：別紙参照） 

医療機関等 か所 

小児科のある一般病院 41 

在宅療養支援病院 12 

小児科を標榜する診療所 285 

在宅療養支援診療所 170 

訪問看護事業所 91 

訪問リハビリ事業所 51 

   

※１ 

※１ 

※2 

※2 

※3 

※7 

 三重県における小児等在宅医療にかかる取組    
（平成26年3月6日  平成25年度 小児等在宅医療連携拠点事業成果報告会） 

※6 
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平成24年医師・歯科医師・薬剤師調査 
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  外来診療 

対応施設数 

訪問診療 

対応施設数 

全体 39 20 

小児科医会 18 7 

小児科医会以外の小児科標榜施設 5 2 

在宅支援診療所 16 11 

【訪問看護ST小児訪問 実施状況（68事業所）】 【訪問看護対象児の重症度】 

【訪問リハ対象児年齢別割合】 【小児訪問リハビリ実施状況】 

【医療的ケア児診療医状況】 

医療的ケア児の診療に関する実態調査 

61% 39% 

可能 不可能 

39事業所 29事業所 

全対象児 70名 

10-24点 準超重症児 
 26名 37％ 

25点以上 
超重症児 
23名 33% 

0-9点 
21名 30％ 

可能 不可能 

51.7% 
15事業所 48.3% 

14事業所 

15-18歳未満 
34% 

(11名） 

6-15歳未満 
24%（8名） 

１-6歳未満 
36% 

 （12名） 

1歳未満 
6% （2名） 
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    津市 

宮川村 

モデル地区の選定 

  ○周産期母子医療センター 

    合併症妊娠、胎児・新生児異常等母
体または子どもにおけるリスクの高い
妊娠に対する医療、高度の新生児医
療等の周産期医療を行うことができる
施設 

 

 

（地域）県立総合医療センター 

（地域）三重大学医学部附属病院 

（地域）伊勢赤十字病院 

（総合）市立四日市病院 

（総合）三重中央医療センター 

7.0未満 

7.0～8.5未満 

8.5以上 

平成23年出生率（対千人） 

出生率が高い北勢保健医療
圏（県内出生の約５割）でＮＩ
ＣＵを持つ病院を有していな
い地区 

⇒ 桑名市 ・ 鈴鹿市 
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①対象となる医療的ケア児の把握 

全体数の把握 
をいかにするか。 

後天性の事例の把握 
をいかにするか。 

・赤ちゃん訪問や各健診等により、対象児をおおまかに把握す
ることが可能ではないか。 
 

・サービスの提供者側においてホームページなどで積極的に情
報発信するとともに、提供者間の連携を前提として、複数の
チャネルを設けてはどうか。 
 

・医療機関からの通報・連絡について一定のしくみをつくっては
どうか。 
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鈴鹿地区におけ
る検討資料より 
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具体的な体制および
構成をどうするか。 

体制内の情報共有を
どうするか。  

 

・地域の小児科医等の協力は必須であるが、負担への配慮が必
要ではないか。→他県の状況も参考 
・連携状況を確認できるよう、医療、保健、福祉、教育の核となる 

メンバーによる体制をつくってはどうか。さらに、個別の症例に即
して必要な関係者からなる協議の場をつくってはどうか。 

・体制を動かす仕組みとして、協議の場においてコーディネーター
が必要ではないか。この場合、保健師や障がい児の相談支援専
門員が候補として挙げられるのではないか。 

・職種ごとに人材育成するのではなく多職種を交えた人材育成を
してはどうか。 

・情報共有のための共通のフォーマットを作成してはどうか。（家
族との情報共有ツールとは区別が必要ではないか。） 
 
 

②体制（ネットワーク）づくり 
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地域の小児在宅協議会（仮称） 
※地域の課題について対応策を話し合う場 

訪問看護ステーション 

訪問看護リハビリ 

ステーション 

 

訪問薬局 

学校 

小児医療専門機関 

福祉サービス 

療育センター 

小児発達支援センター 

障害児療育支援事業所 

小児科を持つ 

病院・有床診療所 

市役所 

診療所 

（歯科含む） 

 

ケース会議 
※個々の症例検討を行う場 

医療的ケアが
必要な小児 

モデル地域での連携体制のイメージ（案） 

報告、
相談、
課題の
フィード
バック 

指示、 
支援 

相談支援専門員 

コーディネーター 

協議会の構成員の中
から小児の居住地ごと
に関係する人員を選出 

保健所 

支援 

三重県 

三重大学医学
部附属病院 
小児トータル 

ケアセンター 

県内関係機関 

連携 

草の実リハビリ  

テーションセンター 

訪問看護師  保健師 
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母親等への支援を 
どうするか。 

レスパイトを 
どうするか。 

・コーディネーターが、連絡・相談や支援の窓口となってはどう
か。コーディネーターを地域における協議の場や体制が支える
ようにしてはどうか。 
 

・入院していた病院における集約的な医療とは異なる点につい
て、保護者の理解を求めることが必要ではないか。 
 
・親同士のつながりの場をつくってはどうか。 
 

・地域ごとにレスパイトを行う施設に対し、行政が支援を行って
はどうか。 

③家族への支援 
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１．連携体制の確認と他地域への展開 
 

２．（高齢者）在宅医療との連携の模索  
 ・児の成長後の支援体制   ・小児科医と在宅療養支援診療所との連携 
 

３．全国的な仕組みづくり 
①情報システムの構築 
 ・提供するサービスの一元的な情報発信 
  ・医療的ケアが必要な児の登録システム 
  ・対象となる児について関係機関で情報共有するためのフォーマットの統一化 

 
②体制（ネットワーク）づくりへの支援 
 ・関係する多職種の人材育成に対する財政的支援 
  ・人工呼吸器装着以外の重症度の高い児の在宅療養指導管理料の設定 
  ・訪問看護ステーションによる訪問看護療養費の設定 

  
③少子化対策につながる絆づくり 
   ・親同士のネットワークづくり（相談体制づくり）への支援 

  ・在宅で重症児を介護している親への支援（児童デイサービス・日中一時支援の拡充、介護手当） 
  ・レスパイト体制（訪問看護師等による訪問型・オープン型レスパイト、ベット差額への補助、病床の    
  別枠化（特例病床）） 
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